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〈レポート〉農林水産業

者」）総数の5.5％を占めている。この割合と主
農業者に占める新規若手経営者の割合を州別
に見たのが第１図である。
全ての新規若手経営者は若手経営者に含ま

れるので、図中の縦棒の長さに比べ白抜きの
点の位置が低くなるほど新規若手経営者の割
合に比べ若手経営者の割合が高くなる。これ
は、若いが農業開始から10年を超えた者の割
合が相対的に高いことを意味する。
若手経営者の割合が高い州はノースダコタ、

ネブラスカ、ペンシルヴェニアである。新規
若手経営者の割合は、メイン、ペンシルヴェ
ニア、ネブラスカの順に高い。両者の割合が
高く、主として図の左方に位置する州は北東
部と中西部に多い。これに対し、南部のテキ
サスや西部のカリフォルニアは若手経営者の
絶対数は多いものの、その割合は国の平均よ
りも低い。
北東部の州で若手経営者の割合が高い要因

のひとつをセンサスデータから示すならば、
直接販売やCSA

（注3）
の増加が挙げられるであろう。

1　若手経営者の増加
2014年５月２日に2012年アメリカ農業セン

サス（以下「センサス」）が公表された。農務省
（USDA）の同日付報道資料が注目すべき点と
して、農業開始から10年に満たない新規就農
者
（注1）
数や新規就農者のうち主として農業に従事

する35歳未満の農業経営者
（注2）
（以下「新規若手経

営者」）数の増加を挙げている。しかし、後者
の新規若手経営者に関するデータは限られて
いるため、代わりに主として農業に従事する
35歳未満の経営者（以下「若手経営者」）の動向
を中心に紹介する。両者の違いは農業開始か
らの経過時間を考慮するか否かであり、若手
経営者の73％が新規若手経営者に該当する。
なお、紹介する数値は、後で述べる予算額以
外全てセンサスで示されている数値である。

2　若手経営者の割合が高い州とその要因
全国の若手経営者数は前回2007年センサス

に比べ9.5％増加し55,394人となった。これは、
主として農業に従事する農業者（以下「主農業
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アメリカ農業センサスにみる若手経営者の動向

第1図　主農業者に占める若手経営者および新規若手経営者の割合
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れた面積も開発や土壌流出等を原因として02
年の9.38億エーカーから07年に9.22億エーカ
ー、12年には9.15億エーカーへと減少し続け
ている。
こうした背景のもと、2008年農業法から国

として本格的に新規就農者支援に取り組むこ
ととなった。その主な目的のひとつに農業者の
若返りがあり、それに伴って農地を効率的に
利用することがある。就農支援プログラム

（注4）
の

内容は、栽培技術支援、作物保険等の経営安定
のための支援、経営規模拡大のための金融支
援等多岐にわたる（USDA Economic Research 
Service（2013））。支援は2014年農業法にも受け
継がれており、14年度予算では支援のために
1,920万ドルが計上されている。
政府による就農支援は就農のきっかけを作

り、主農業者の年齢上昇という問題解決の糸
口となるかもしれない。主農業者の平均年齢
は依然として上昇し続けているが、前回セン
サスよりも若手経営者数は増えており、主農
業者に占める若手経営者の割合も上昇してい
る。若手経営者数の増加には、就農支援も一
定程度の影響を及ぼしていると考えられる。
政府が新たに就農する者や若年層に注目す

るのは、彼らがアメリカ農業の持続性に寄与
することとなるからであって、決して支援を
頼る就農希望者が増えることや、単に数字上
の主農業者の平均年齢が下がることを重視し
ているからではない。残念ながら持続性に寄
与する活力ある若手経営者数をセンサスで確
認することはできないが、その数が増えてい
ることを願いたい。

　＜引用文献＞
・ USDA Economic Research Service（2013）, 
“Beginning Farmers and Ranchers At A Glance,” 
USDA.

（わかばやし　たかし）

例えばペンシルヴェニアでは全農業者のうち
消費者に直接販売している農業者の割合（12.8
％）や消費者に直接販売している主農業者のう
ち若手経営者の割合（12.6％）は他の州と比べ相
対的に高い。北東部は人口密度が相対的に高
く、マーケティング等の手段を利用して付加
価値を生み出しながら農業収入を得ることが
可能な地域も多い。
一方、中西部の中でも西に位置する州で若

手経営者の割合が高い要因はセンサスでなく
別の点に見いだすことができる。それは就農
支援である。例えば肉牛の生産地であるネブ
ラスカでは、これまで既存オーナーの農地を
流動化する支援を通じ、若年層を含む新規就
農者による農地へのアクセスを容易にする施
策が実行されてきた。こうした支援は農場経
営主の子弟が若いうちから農業に従事し、農
場における経営継承を後押しするきっかけと
なるだろう。同州で新規若手経営者のみなら
ず若手経営者の割合が高いのはこうしたこと
が要因のひとつとなっていると考えられる。

3　就農支援に一定の成果
アメリカでは主農業者の平均年齢が上昇し

ていることが問題視されており、若手経営者
は重要な存在である。しかし、若手経営者数
はこれまで一貫して増加してきた訳ではない。
02年から07年の間には25.6％減少し、主農業
者に占める若手経営者の割合も5.8％から5.1％
に低下した。これに加え、農業生産に利用さ

（注 1）センサスのBeginning Farmers and 
Ranchersのこと。

（注 2）センサスのYoung, beginning principal 
operators who reported their primary 
occupation as farmingのこと。

（注 3）Community Supported Agricultureの略。
日本では地域が支える農業などと呼ばれる。

（注 4）Beginning Farmer and Rancher 
Development Programのこと。
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